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舶用ディーゼル機関の潤滑油管理

邦正丸主機のシステム油に関する二，三の知見

亨米盛

OntheMaintenanceofLubricatingOil

intheMarineDieselEngine
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Abstract

ＴｈｅＭ．Ａ、Ｎ,－ＫＺｔｙｐｅｉｓｏｎｅｏｆｌａｒｇｅｔｗｏ－ｃｙｃｌｅｍａｒinedieselengines・Ｉｎｏｒｄｅｒｔｏ

ｓａｖｅｔｈｅｓｙｓｔｅｍｏｉｌｉｎｅｎｇlnes，ｉｔｉｓｉｍｐｏｒｔａｎｔｔｏｒｅｄｕｃｅｔｈｅｌｅａｋａｇｅｌｏｓｓａｎｄｔｏｋｅｅｐ

ｔｈｅｏｉｌｉｎｇｏｏｄｑｕａｌｉｔｙａｓｆａｒａｓｐｏｓｓｉｂｌｅ・

Ｌｅａｋａｇｅｔｅｓｔｓａｎｄｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓｏｆａcidvalue，ｐｅｒｆｏｒｍｅｄｏｎｔｈｅＨ６ｓｅｉＭａｒｕｄｕｒｉｎｇ
ｈeｒｔｈｒｅｅｖｏｙａｇｅｓｍｌ９６０，ｇａｖｅｔｈｅｆｏｌｌｏｗｉｎｇｒｅｓｕｌｔｓ，

１）Themeantotalconsumptionwasl30ノ/day，ａｎｄｔｈｅｒａｔｅｏｆｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎａｓ
"pistonrodscrapedoil”ｗａｓlargest（Table１，Table２，Fig.２)．Itshouldbecollected
carefully,andbereturnedintothesystemafterachemicaltreatment（Fig.３)．

２）Waterandcombustiblesgaveheavyinjuriestothesystemoi１．

３）Amassofexhaustgasleakingintothecrankcasethroughcontrolvalvebear‐
lngscausedaseveredeteriｏｒａｔｉｏｎｔｏｔｈｅｓｙｓｔｅｍｏｉＬＦｏｒｔｈｅｐｕｒposeofintercepting
exhaustgas，itseemsusefultoreinforceLabyriｎｔｈｓｅａｌｓａｎｄａｐｐｌｙａｓｐｅｃｉalgreaseto

bearings（Fig.１，①④)．

４）Heavydutyoilisnotsuitabletothiskindofengine，becauseitmakesemulsion
withwateｒａｎｄｇｉｖｅｓｆａｔａｌｄａｍａｇｅｓｎｏｔｏｎｌｙｔｏｔｈｅｏｉｌｂｕｔａｌｓｏｔｏｔｈｅｅｎｇｉｎｅ（Table

3)．

1 ． 緒 一
一

現今，大型舶用ディーゼル機関の主流は，２サイクル単動クロスヘッド型によって占め

られている．クロスヘッド型機関の潤滑油系統は，内部油（シリンダ油）と外部油（シス

テム油）の二つに大別出来るが，シリンダ油は反復使用されることはないのに対して，シ

ステム油は長時間にわたり循環給油されるので，その管理については細心の配慮が要求さ

れる．筆者は1960年１月より満１年間，日邦汽船株式会社所属の鉱石専用船邦正丸に乗船

中，システム油管理の運航費に及ぼす影響が極めて大きかったので，油昔節約のためにそ

の消費量を低減せしめ，且つ有効使用時間の延長をはかる方法について種々の考察及び実

験を行なった．後者のためにはよくシステム油の性状を知ることが必要であるが，船内に

於ける分析試験の実施は設備と労力の面より制約をうけるので殆んど不可能である．従っ

て舶用機関の潤滑油試験は陸上の研究所に全面的に依存するのが常識とされている．然し

その結果が船に報告されるのは数カ月後であるので，使用油の現状把握のためには何等か

の船内試験を行なうことが望ましい．筆者は試験項目を一つだけ選択するに当って全酸価
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測定法を採用した・その根拠は従来研究所で行なわれた本船試油の試験結果において，全

酸価の異常上昇が唯一の難点であり，且つ燃焼生成物の混入比率を推定するにはこの方法
によるのが最も適切であると判断した点にある．

勿論，一項目の測定結果のみによって性状を判断したことについては，若干の危倶を持
つので筆者としては今後更に資料を加えて，綜合的判断を下したいと考えている．

この分野に於ける研究は，外航船137隻を対象とする統計的調査資料')が発表されてい
るのみで，実験的資料は皆無である．

長期間にわたる運転実験資料を必要とするシステム油劣化問題は簡単な台上試験によっ

ては解決されないので，不自由な環境ながら実船試験に頼らざるを得ない．

この認識に立って，船主，乗組員，機関メーカー及び潤滑油メーカーの四者が一体とな
って努力されるならば，大型ディーゼル機関の今後は，一層の発展が期待出来ると思う．

２．実験材料及び方法

Ｌ邦正丸要目

総屯数10,504t，全長161.20ｍ，巾22.40ｍ，深さ12.50ｍ，速力１４kｔ

建造年月日1958年１０月１４日

建造者株式会社呉造船所

2．主機関型式要目

ＭＡ.Ｎ,一Ｋ８Ｚ７０/120Ｃ型１基

生
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Ｆｉｇ．２．ＤｅｔａｉｌｏｆＰｉｓｔｏｎＲｏｄＳｔｕｆＩｉｎｇＢｏｘ．

排気タービン過給２サイクル単動クロスヘツド型，シリンダ数８，シリンダ内径700ｍｍ，

行程1,200ｍｍ，回転数128Ｒ,P.Ｍ､，馬力7,20ＯＢ.Ｈ･P，

製作年月日１９５８年８月１日

製作者川崎重工業株式会社

３．′使用潤滑油

シリンダ油スワラインＵＳＤ－４０（丸善石油）

システム油スワライン０－３０（丸善石油）

4．試験方法

(ｉ）試料採取個所は次の通り一定した．

システム油機関入口浦器の空気抜コック．

掻揚油Fig.２に示す管⑩（Fig.３に於ける、に相当）を機外で分離した。

ランタン油Fig.３に於ける管⑥を機外で分離した．

(ii）消費量計測試験

内訳をＴａｂｌｅ２に示す８項目に分類して，１週間にわたる回収を続け平均値を求めた．

(iii）性状試験

運転中の機関から同時採取した三試油の全酸価測定を即日船内で実施した．測定はＪＩＳ

（k2501）に定める指示薬滴定法による．

5．試験期間中の運転及び整備状況

冷却清水温度（機関入口）５３℃

〃 （〃出口）６３～65°Ｃ

システム油温度（〃入口）４０.Ｃ
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Ｆｉｇ．３．PipeDiagramShowingCollectionofWasteOil．

システム油温度（機関出口）４４～45℃

〃圧力（〃入口）3.2ｋｇ/ｃｍ２

シリング油消費量100～110〃day

システム油量は常に7～8Ｍの間に保ち，その清浄のために，処理能力２，０００//ｈのシヤ

ープレス型遠心清浄機（巴工業製）を航海中連続運転して無注水側流清浄を行ない，そ

の結果平均１ｋｇ/dayのスラツヂを分離した．尚，碇泊中は澄し槽による静置分離法を併

用した．前記消費量計測試験中の平均回転数は119.5Ｒ・P.Ｍ・平均馬力は6,03ＯＢ.Ｈ,P､で，

この標準負荷は全乗船期間を通じて極力保持された．実験開始時の機関総運転時間は8,600

時間であった．またピストン抜作業は1,500～2,000時間毎に行なわれ，シリンダ磨耗量は

平均0.12ｍｍ/1,000hrsであった．

３．実験結果とその考察

システム油費は漏洩等による見かけの消費量と，劣化により限定される有効使用時間数

との二要素にて左右される．

3２
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Table１．Ｎｏｒｍａｌｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎｏｆｓｙｓｔｅｍｏｉｌｉｎ

famousmarinedieselenglnes．

0.16

0.24

0.21

0.30

0.37

0'38

0.89（H5seiMaru）
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Ｋ

Ｍａｋｅｒ

Ａｌｌｅｎｇｉｎｅｓａｒｅｔｗｏ－ｃｙｃｌｅ，singleacting，cross-headtype．

Ｔｙｐｅ

１０ＶＴＢＦ

７ＳＤ７２

７ＲＳＤ７６

８ＭＳ７２

７ＵＥＣ

Ｋ９Ｚ

Ｋ８Ｚ

Consumption（cc/B・日記./h）
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1．見かけの消費量

Ｔａｂｌｅ２に於いて合計消費量130//dayはドレンタンクの減量より求めた．この量は

0.89ｃｃ/B､H､P./ｈとなりTablelに示す如く他船の実績に比べて非常に大きい.以下Table

２の主要項目について考察する．

Ａ）ピストン棒掻揚油

ＫＺ型のシリンダ下部は補助掃気ポンプに利用され,クランク室とはFig.２の通り棚板

及びスタフイングポックスで隔絶されている.掻揚油の実際の回収量は401/dayであった

が，このうち約３//dayはランタン油であると判断される．その理由はＦｉｇ４ａよりラ

ンタン油の掻揚油に占める割合が平均７％と見なされるからである．この項目は劣化問題

とも関係が深いので後述する．

B）冷却清水系統への混入

ＫＺ機関のシリンダ及びピストンの冷却には清水が使用される．然し清水とシステム油

は互に独立した冷却器を用いてそれぞれ海水によって冷やされるので，冷却器における混

入はあり得ない．考えられる唯一のものはピストン冷却用伸縮管の往復運動による油膜運

搬の機構である．即ちFig.１に示される様に，下降行程中の伸縮管②はクランク室内で

浴びた油を途中のパッキンにて掻き落されつつ，冷却水筒③に進入するのであるが，一部

は油膜として附着したまま冷却水中に運ばれる．水に触れた油膜はその親水性に応じて乳

化を起し冷却水中に流れ出るのである．０－３０は後述する如く非常に親水性に富むので，

冷却清水槽に集まる乳化油の量は401/dayに達した．この乳化油から水分を加熱蒸発法

によって除いた結果，システム油の比率は６０％であることが判明した．パッキンの構造は

既に高度に複雑でこれ以上改善の余地は少なく，この損失の軽減法は使用油の変更にまつ

のが効果的である．抗乳化度の高い油を使用すれば，水中に流れ出る油量が若干減少する

と期待され，漏入油の回収及び再生も容易になると思われる．

C)，Ｄ）クランクドアー隙間よりの漏洩

元来このドアーは取付けにパツキンを使用しない構造になっているが，左舷側はオイル

シートパッキンを採用することによって漏洩を減らし得た．右舷側は整備，点検の都度開

閉するので前記パッキンは破損し易くて採用出来ない．

この部は合成ゴムパツキンの採用により，大巾に漏洩の減少が期待出来る．

Table２．ＲｅｓｕｌｔｏｆｏｉｌｌｅａｋａｇｅｔｅｓｔｓｏｎＨ５ｓｅｉＭａｒｕ．
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Fig.４ａ．ＧｒａｐｈｓｈｏｗｉｎｇＡｃｉｄＶａｌｕｅｏｆｔｈｅＳｙｓｔｅｍＯｉｌｉｎＨ５ｓｅｉＭａｒｕ、

うち，Ａ)，Ｂ）の二項目は筆者の創意によって判明したが，目に見える

13000

以上のうち，Ａ)，Ｂ）の二項目は筆者の創意によって判明したが，目に見える漏洩であ

るＣ）項がその時まで放置されていたことは驚くべきことである．結局筆者の乗船中に実

施された対策はＡ)，Ｅ),Ｆ）の三項目についてのみであったが,これによって４５J/dayの

節約が事実可能となった．Ｂ)，Ｃ),Ｄ）について筆者の示唆通り処置された場合は更に３０

J/dayの節約が見込まれる．尚，給油圧力の低下がＡ)～E）の各項目に対して有効であ

る．

血．’性状劣化について

本船提出の試料を基に油メーカーが実施する綜合的試験結果に於いて，粘度，引火点，

固形物等については余り大きな問題はなかった．稀に試油中に水分の検出を見るのみで，

最大の難点として酸価の上昇が指摘された．

全酸価についてクロスヘッド型機関を有する各船との比較はFig.４ｂの通り甚だしい異

常値を示した．この原因をシステム油自身の劣化と酸性物質の混入とに分けて考察する．
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皿．１システム油自体の劣化

空気による酸化が一般に重視されているが酸化促進に最も影響の大きい温度条件は，本

船の場合それ程苛酷ではない．また触媒として働く磨耗金属粉も検出されていない．酸化

防止剤入りの油がこの様な早期劣化を受けるのは，混入水分による劣化の促進が主因と思

われる．ピストン冷却用伸縮管の上昇行程で連続的に運ばれる水分以外に，伸縮管とピス

トン棒下部とを連結する銅管の破損事故による大量混水があり,後者の影響はFig.４ｂの

酸価急上昇の時期に現われている。

Ⅱ.２燃焼生成物の混入による影響

侵入経路として二個所（Fig.１の①，④）が考えられる．

a）ブローバイガス及びランタン油の混入

前述の如く掻揚油に７％のランタン油混入が認められたが，掻揚油回収に当ってはプロ

ーバイガスを含む掃気も一緒に吹き出す．これらはスタフイングポツクス中段よりの排出

が完全でない場合はクランク室に侵入するわけである．Fig.２の④に関する改造が機関メ

ーカーの発意で実施されたが，面圧増大による早期磨耗が懸念されたので筆者はFig.３

に示す導油管の配管改良を同時に行なわせた．筆者提案の主旨はスタフイングポックスの

完全遮断は困難であるとの前提から，むしろ掻揚油の積極的排出をはかりこれを機外に於

いてランタン油と混ぜることなく回収して，薬品処理を施した後，システム補油として再

使用し，質と量の両面より成果をあげる点にあった．そして異常な劣化速度から，他にも

つと大きな燃焼生成物侵入経路が存在するであろうと判断して調査を進めた．

b）排気管制弁軸の漏洩
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ＫＺ機関は掃気の充填効率を増進する為に回転弁による排気管制を行なっている．管制

弁は全シリンダの分を連結の上，カム軸よりチェインにて回転される（Fig.１参照）．

Ｋ８Ｚの場合はNo.４とNo.５シリングに挟まれる一区画にカム軸駆動歯車と管制弁軸駆

動装置が配置されるので，管制弁軸はクランク室に通じているわけである．Ｋ８Ｚの管制

弁軸は10個のコロ軸受で支持され，軸受と管制弁の間にはそれぞれラビリンスパッキン

を設けて排気の漏洩を防いでいる．これの効果を確認する為に運転中の実体調査を行なっ

た処，火の粉を混えた多量の排気がＮＣ‘５，No.６軸受よりクランク室に侵入するのを発

見した．この軸受潤滑には機関メーカーの指示によりアルバニヤNo.２グリースを全軸受

について２５０９/day供給して来たが再検討すべき点が多い即ち軸受に近接する管制弁が

300℃以上の排気にさらされている為に，軸受の温度条件は非常に苛酷である．軸受内部

の平衡温度はこの場合軸受自身の発生熱量よりも，排気からもたらされる熱量によって支

配されると思われる。

軸受の摩擦熱量及び外部からの伝熱量の計算は困難なので，グリース供給孔に棒温度計

（排気温測定用）を挿入して外輪部の温度を実測した処110.ｃを得た．今，ラビリンスの

効果を完全と考えた場合でも内輪部の温度は平野（1955)2）の云う如く約150℃と推定さ

れる．

邦正丸の場合は明らかに排気の吹抜けが起っているので，軸受中心部は200℃に達する

ことが想像される．このことは全軸受開放検査の結果,使用温度170℃と称されるアルバ

ニヤグリースが完全にゴム状化（中心部はカーボン化）していた事実によって裏づけられ

た．そして軸受の早期磨耗はラビリンス磨滅の原因となって悪循環的排気吹抜けを起す．

この様な悪条件を克服する為には，高性能耐熱潤滑剤の適量供給とラビリンスパッキン

の強化策が有効である．

耐熱潤滑剤グラファイトグリースの実用試験は外輪部で１５～20℃の温度低下を示した

が，これは供給量減少（従来の１/2）による撹排熱の低下と粗雑面に対する黒鉛の被膜効

果が原因であると思われる．見本入手の承に終ったが，シリコングリース及びモリコート

の採用は更に好成績が期待された．筆者提案のラピリンス強化の一対策として最近，掃気

を利用するエヤーシール法が三菱日本重工横浜造船所にて研究され，好成績を収めている

ようである．

c）システム油選定上の問題点

Ｔａｂｌｅ３より次の考察が得られる．

０－３０はアルカリ反応を示す反面全酸価は最も高い．或る種の添加剤グループ（Table３

Table３．Comparisonof‘‘Swaline，，series．

Ｂｒaｎｄ

Ｓ－３０

Ｗー3０

ＲｅａｃｔｉｏｎｌＴｏｔａｌａｃｉｄ

Ｎｅｕｔｒａｌ

Ｎｅｕｔｒａｌ

ｍｇＫＯＨ/９
０．０１

0.34

O-3olS1igh上alkalin陰’’０３

Ｋｉｎｄｏｆａｄｄｉｔｉｖｅ

Ｎoｎｅ

Anti-oxidant，Anti-corrosive，Oiliness
agent，Anti-foaming

Anti-Oxidant，Anti-corrosｪｖｅ，Oiliness
agent，Anti-foaming，Sludgedissolver
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から判断すれば清浄剤）は水溶性の無機塩基を含承，また油溶性の有機酸やエステルから

成るものと思われる．またFig.4ｂに於いてＷ並びに０（Table３参照）の使用開始後，

相当期間はその全酸価が若干低下の傾向を示すのは，使用によって添加剤が消耗されつつ

ある過程と考えられる．

従って全酸価が上昇に転じた時以後の上昇角度が真に劣化の度合を示すのであって，単

なる縦軸上の座標が劣化の程度を表わすものではない．しかし新油の示す全酸価の大小に

拘わらずシステム油交換の目安は一応2.0と云われている.新油の示す全酸価が高い場合は

高度の添加油で，それだけ酸化に対して安定だとされているからである．

この意味に於いて，邦正丸に示される傾向は多分に警戒を要する．建造後二，三年は各

部の腐蝕も余り目立たないであろうが，数年後には何等かの形で表面化して来ると思われ

る．

劣化原因がシステム油自身の変質にあるか，又は燃焼生成物特に硫酸分の混入によるも

のかの判定は，強酸価測定法の併用によって相当な程度まで可能であると思われる．

クロスヘッド型機関は燃焼生成物混入に対する信頼度が高いとされて，通常，強酸価の

測定を省略されるけれども，本船の様に複雑な考察が得られる場合にはその必要が痛感さ

れる．０－３０の抗乳化度は1.81）と云う低いもので，その親水性のために冷却清水への混入

を増し，システム油自身の劣化を促進し，更に酸価上昇抑制策である加水清浄法の実施を

殆んど不可能にして，質及び量の両面からその管理を困難なものにしている．

一般に油性向上剤3)及び清浄剤4)が大なる親水性を示すと云われるが，特に清浄剤は本

質的に水滴分散剤として働くので最も影響が大きい．

この意味でＴａｂｌｅ３よりこの機関の適油を求めるならばＳ又はＷと云うことになり，

価格の点でも有.利である．

以上，種々の対策を検討したがその多くが回収処理法又は潤滑剤の選定法等消極的な面

にかたよったのは，早期解決を主眼として検討したからである．機関の構造的改良は当然

研究されるべきであるが，Ｍ､Ａ､Ｎ・社との関係もあってメーカーによる基本的設計の変更

は困難な実情にあった．

４．結言

本試験は実務上の必要から激しい稼働状況の下で進められたもので，測定資料等につい

ても精度を欠く憾みがあるが，実用的見地からシステム油の見かけの消費量の低減並びに

有効使用時間の延長対策として結論すれば，次のことが云えよう．

１）システム油の見かけの消費量1301/dayの行方を解明した．このうちピストン棒掻

揚油とピストン冷却用伸縮管の運動による漏洩油は量が多く，漏洩の機構も複雑であるの

で，部分的改造によって完全に防止することは難かしい、前者に対しては回収法及び再生

処理法の確立，後者に対しては使用油の変更が効果的である.(Table２，Fig.１の①,②；

Fig.２，Fig.３参照）

２）システム油自身の酸化は水分の混入によって促進され，強酸分の侵入と相まって全

酸価は異常に上昇する．

３）強酸分の侵入個所としてピストン棒スタフイングポックスと排気管制弁軸受部が考
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えられるが，後者の可能性が極めて大きい．（Fig.１の①，④参照）

この対策としては，エヤーシール法及び高性能特殊潤滑剤の採用が効果的である．

４）ピストン水冷式機関に，所謂Ｈｅａｖｙｄｕｔｙｏｉｌの採用はぜい沢であるの象ならず，

二，三の重大な逆効果をもたらしているので，抗乳化度に重点を置いて適油を選定する必

要がある．（Table３参照）

終りに，本報をまとめるに当って御示唆を賜わった本学工学部石神重男教授に対し深く

謝意を表する。
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